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県緊急財政対策問題

予算縮減のために、県が果たすべき役割を捨てることは許されない！

産技センターの独法化・ＫＡＳＴの統合で県内中小企業の技術支援は存続できるのか？

産技センター地方独立行政法人化問題

県緊急財政対策で産業技術センター（「産技センター」と省略）は「地方独立行政法人への移行や一部業務の移譲を検討」とされ、その検討のため設置された「産技センターあり方有識者会議」で、独法化や神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）との統合が議論されてきました。
成り立ちが異なる産技センターとＫＡＳＴ

産技センターは、1929年に設立された工業試験場が工芸指導所など3機関と統合し、産業技術総合研究所として1995年に再スタートしました。成立してから80年以上、県内中小企業に対する製品開発の技術支援をメインに神奈川の産業界に貢献してきました。
一方、ＫＡＳＴは、先端科学技術の研究、大学院レベルの教育、科学技術の交流普及の３つの機能を有する高等研究教育機関を目指して1989年に設立され、近年は光触媒の発見者である藤島昭博士を中心に光触媒技術の普及製品化に取り組んできたことで知られています。2005年には神奈川高度技術支援財団と統合し、主として先端的かつ高度な科学技術分野での産学公連携促進事業をすすめ、今年４月には公益財団法人に移行しています。このように二つの組織は全く成り立ちが異なるのです。

前者は、中小企業のニーズが先にあり、製品化、事業化を通じて支援をしていくというスタイルがあります。中小企業は、県内の事業所数では98パーセント以上、従業者数では70パーセント以上を占めており、まさに地域経済の基盤をなしています。また、先端的とはいえなくとも日本のものづくりに不可欠な技術や技能（ロケットの先端を成型する「へら絞り」などが有名です）を支える存在でもあります。
大規模生産で収益をあげる大企業も、その生産技術等では中小企業の協力に依存していることも多く、そういった技術や技能が絶えることの損失は計り知れません。限られた経営資源の中で、社会的資産ともいうべき技術や技能を伝承しているのが中小企業なのです。
そんな中小企業が発展し元気でいられることが、地域経済には重要であるからこそ、中小企業支援政策や公的支援が必要とされるのであり、それを地道に実行するのが産技センターの役割です。独法化となると外部競争的資金のさらなる確保や採算性を求められ、地道な中小企業の支援が難しくなることが懸念されます。

地方独立行政法人化で運営経費は減らせるのか？

産技センターの組織を独法化することで運営経費を減らすことは可能なのでしょうか？報告書では、「法人移行時のイニシャルコストや移行後のランニングコストなど必要経費が発生する（業務の財源に充てる必要な金額の全部又は一部を県から交付できる）。」と書かれています。県からの交付金は、独法化のスタート時はいいでしょうが、次第に事業の採算性を求められ、より採算が取れる大企業へと支援相手を選別していかなくては生き残れないという事態が想定されます。

各機関が公開している数値で比較すると、現在の神奈川県産技センターは、業務の効率化の点で、技術相談件数、依頼試験費、受託研究費等、独法化した東京都、岩手県、大阪府より同等以上の高い水準にあります。現行の公設公営での事業運営が、他都県の独立行政法人以上の実績となっているのです。
産技センターが中小企業の育成支援、地場産業や地元企業の技術開発力の向上、人材育成等、地域の技術振興という中小企業支援政策に沿った本来の役割を中心におけばおくほど、公的支援が重要になります。とりわけ、昨今のように企業の競争力強化のため、製品の高付加価値化や独創的な新製品開発等が求められる中で、地域における中小企業の技術支援の拠り所であろうとすれば、公設公営という運営形態がふさわしいのではないでしょうか。
地方独立行政法人化で職員のモチベーションは維持できるのか？
報告書では独法化のメリットとして「柔軟な採用（採用時期・採用期間）により、優秀な専門性の高い職員の採用が期待できる」とあります。現在、独法化した研究機関の職員はその多くが任期付き雇用であり、熾烈な競争にさらされています。製品開発に近い中小企業支援の現場は、任期付き職員が短期的に次の職につながる研究開発実績をあげるには不向きと思われます。中小企業支援にやりがいを見出す質の高い人材を確保するためには、雇用の任期切れを心配することなく、研究開発・技術支援に能力を傾注できる現行の県職員としてのシステムが必要です。

現在の産技センターの職員は、支援相手からいただく感謝の言葉がモチベーションとなっていますが、独法化となれば、一人ひとり職員に課せられる意に反した目標数字（ノルマ）に追われることとなるでしょう。独法化による非公務員への身分の変更は、産技センター職員の働く誇りを損なうものです。
公設公営だからできるメリットを見直そう

産技センターは行政機関であり、企業の研究・開発に協力し、大学が行う学術研究にも携わっており、行政・企業・大学それぞれの分野の重複するところに位置して地域の産業に貢献しています。報告書でも指摘しているとおり「県が主導する事業という性格から、企業等からの協力を得やすい」のです。産技センターの発行する成績書・技術調査は「県機関が実施するという公的な面で信頼性が高い」のです。緊急財政対策で予算を縮減するために、こうした公的機関としての大事な機能を捨てるべきではありません。
産技センターとＫＡＳＴとは組織形態を最大限活かすことで連携を！

ＫＡＳＴと合体で独法化というシナリオは、ＫＡＳＴの資金調達能力を生かして県費を少しでも浮かそうという発想のように思われます。ＫＡＳＴはライフイノベーション戦略特区のマネージメントを担っており、競争的な資金を活用する能力があります。神奈川の産業技術の将来は、この二つの機関をそれぞれ今後どう成長させていくかにかかっているといっても過言ではありません。

産技センターとＫＡＳＴがお互いの力を最大限に活かすためにこそ智恵を絞るべきだと自治労県職労は考えます。
県職員身分を本人同意なく、一方的に剥奪する県機関の独法化に自治労県職連合は反対です！
目先の企業利益優先より、安定した公の立場で県民に奉仕する仕事をしたいと、県庁を希望し、県職員として採用されたにもかかわらず、この県職員身分を本人の同意なく、一方的に剥奪することを認める「独立行政法人通則法」は、天下の悪法です。

民間でも、企業間の｢人事異動｣＝転籍は、雇用契約の解約、新規契約として、当然本人同意が大前提です。

民間で法的な常識となっているこの原則を、法律の名の下に本人同意なく、勝手に転籍させてよいとするこの独法化に、私たちは一貫して反対します。

平和は嫌いですか？

　平和な社会が嫌いな人は、きっといないと思います。

　ただ、「平和運動」に距離感を持つ人は少なくないと感じています。

　たぶん、特定の政党や主義主張に違和感をいだいているからではないでしょうか。

　ただ、特定の「平和運動」とは無関係でいられても、未だに原爆、原発、戦争のある社会から、無関係でいることはできません。

　広島に原爆が投下された６日、長崎に原爆が投下された９日、そして太平洋戦争が終結した15日、そんな8月に、自分なりに平和を考えてみませんか？

　そのきっかけにと、長崎平和宣言を全文掲載します。
長崎平和宣言
68年前の今日、このまちの上空にアメリカの爆撃機が一発の原子爆弾を投下しました。熱線、爆風、放射線の威力は凄まじく、直後から起こった火災は一昼夜続きました。人々が暮らしていたまちは一瞬で廃墟となり、24万人の市民のうち15万人が傷つき、そのうち７万４千人の方々が命を奪われました。生き残った被爆者は、68年たった今もなお、放射線による白血病やがん発病への不安、そして深い心の傷を抱え続けています。

このむごい兵器をつくったのは人間です。広島と長崎で、二度までも使ったのも人間です。核実験を繰り返し地球を汚染し続けているのも人間です。人間はこれまで数々の過ちを犯してきました。だからこそ忘れてはならない過去の誓いを、立ち返るべき原点を、折にふれ確かめなければなりません。

日本政府に、被爆国としての原点に返ることを求めます。

今年４月、ジュネーブで開催された核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議準備委員会で提出された核兵器の非人道性を訴える共同声明に、80か国が賛同しました。南アフリカなどの提案国は、わが国にも賛同の署名を求めました。

しかし、日本政府は署名せず、世界の期待を裏切りました。人類はいかなる状況においても核兵器を使うべきではない、という文言が受け入れられないとすれば、核兵器の使用を状況によっては認めるという姿勢を日本政府は示したことになります。これは二度と、世界の誰にも被爆の経験をさせないという、被爆国としての原点に反します。

インドとの原子力協定交渉の再開についても同じです。

ＮＰＴに加盟せず核保有したインドへの原子力協力は、核兵器保有国をこれ以上増やさないためのルールを定めたＮＰＴを形骸化することになります。ＮＰＴを脱退して核保有をめざす北朝鮮などの動きを正当化する口実を与え、朝鮮半島の非核化の妨げにもなります。

日本政府には、被爆国としての原点に返ることを求めます。

非核三原則の法制化への取り組み、北東アジア非核兵器地帯検討の呼びかけなど、被爆国としてのリーダーシップを具体的な行動に移すことを求めます。

核兵器保有国には、ＮＰＴの中で核軍縮への誠実な努力義務が課されています。これは世界に対する約束です。2009年４月、アメリカのオバマ大統領はプラハで「核兵器のない世界」を目指す決意を示しました。今年６月にはベルリンで、「核兵器が存在する限り、私たちは真に安全ではない」と述べ、さらなる核軍縮に取り組むことを明らかにしました。被爆地はオバマ大統領の姿勢を支持します。

しかし、世界には今も１万７千発以上の核弾頭が存在し、その90％以上がアメリカとロシアのものです。オバマ大統領、プーチン大統領、もっと早く、もっと大胆に核弾頭の削減に取り組んでください。「核兵器のない世界」を遠い夢とするのではなく、人間が早急に解決すべき課題として、核兵器の廃絶に取り組み、世界との約束を果たすべきです。

核兵器のない世界の実現を、国のリーダーだけにまかせるのではなく、市民社会を構成する私たち一人ひとりにもできることがあります。
「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起ることのないやうにする」という日本国憲法前文には、平和を希求するという日本国民の固い決意がこめられています。かつて戦争が多くの人の命を奪い、心と体を深く傷つけた事実を、戦争がもたらした数々のむごい光景を、決して忘れない、決して繰り返さない、という平和希求の原点を忘れないためには、戦争体験、被爆体験を語り継ぐことが不可欠です。

若い世代の皆さん、被爆者の声を聞いたことがありますか。「ノーモア・ヒロシマ、ノーモア・ナガサキ、ノーモア・ウォー、ノーモア・ヒバクシャ」と叫ぶ声を。あなた方は被爆者の声を直接聞くことができる最後の世代です。68年前、原子雲の下で何があったのか。なぜ被爆者は未来のために身を削りながら核兵器廃絶を訴え続けるのか。被爆者の声に耳を傾けてみてください。そして、あなたが住む世界、あなたの子どもたちが生きる未来に核兵器が存在していいのか。考えてみてください。互いに話し合ってみてください。あなたたちこそが未来なのです。

地域の市民としてできることもあります。わが国では自治体の90％近くが非核宣言をしています。非核宣言は、核兵器の犠牲者になることを拒み、平和を求める市民の決意を示すものです。宣言をした自治体でつくる日本非核宣言自治体協議会は今月、設立30周年を迎えました。皆さんが宣言を行動に移そうとするときは、協議会も、被爆地も、仲間として力をお貸しします。

長崎では、今年11月、「第５回核兵器廃絶－地球市民集会ナガサキ」を開催します。市民の力で、核兵器廃絶を被爆地から世界へ発信します。

東京電力福島第一原子力発電所の事故は、未だ収束せず、放射能の被害は拡大しています。多くの方々が平穏な日々を突然奪われたうえ、将来の見通しが立たない暮らしを強いられています。長崎は、福島の一日も早い復興を願い、応援していきます。

先月、核兵器廃絶を訴え、被爆者援護の充実に力を尽くしてきた山口仙二さんが亡くなられました。被爆者はいよいよ少なくなり、平均年齢は78歳を超えました。高齢化する被爆者の援護の充実をあらためて求めます。

原子爆弾により亡くなられた方々に心から哀悼の意を捧げ、広島市と協力して核兵器のない世界の実現に努力し続けることをここに宣言します。
2013年（平成25年）8月9日

長崎市長　田上富久

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































